
  

 

別 紙 

新   旧   対   照   表 

（注）アンダーラインを付した部分は、改正部分である。 

改   正   後 改   正   前 

 

第１ 公益事業用財産の非課税に関する取扱い 

 

（公益を目的とする事業を行う者の範囲） 

１ 相続税法（昭和25年法律第73号。以下「法」という。）第21条の３第１項第３号

に規定する「公益を目的とする事業を行う者で政令で定めるもの」とは、財産取得

の時において相続税法施行令（昭和25年政令第71号。以下「法施行令」という。）

第４条の５において準用する法施行令第２条に規定する公益の増進に寄与すると

ころが著しいと認められる事業で、かつ、当該事業の運営等について同条各号に掲

げる事実のないもの（以下11までにおいて、「法施行令第２条の規定に該当する事

業」という。）を行つている者・・・ 

⑴ 財産取得の時においては、法施行令第２条の規定に該当する事業以外の・・・

供することにより法施行令第２条の規定に該当する・・・ 

⑵ ・・・当該財産をもつて法施行令第２条の規定に・・・ 

 

 

（公益の増進に寄与するところが著しいと認められる事業） 

２ ・・・ 

⑴ 事業の種類 

 イ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年法律第49

号）第２条第４号((定義))に規定する公益目的事業 

ロ 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第２条第２項各号及び第３項各号((定

義))に掲げる事業 

ハ 更生保護事業法（平成７年法律第86号）第２条第１項((定義))に掲げる更生

保護事業 

ニ 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条((学校の範囲))に規定する学校を

設置運営する事業 

ホ ・・・ 

ヘ ・・・ 

ト ・・・ 

チ ・・・ 

 

第１ 公益事業用財産の非課税に関する取扱い 

 

（公益を目的とする事業を行う者の範囲） 

１ 相続税法（以下「法」という。）第21条の３第１項第３号に規定する「公益を目

的とする事業を行う者で政令で定めるもの」とは、財産取得の時において相続税法

施行令（以下「令」という。）第４条の５において準用する令第２条に規定する公

益の増進に寄与するところが著しいと認められる事業で、かつ、当該事業の運営等

について同条各号に掲げる事実のないもの（以下「令第２条の規定に該当する事業」

という。）を行つている者・・・ 

 

⑴ 財産取得の時においては、令第２条の規定に該当する事業以外の・・・供する

ことにより令第２条の規定に該当する・・・ 

⑵ ・・・当該財産をもつて令第２条の規定に・・・ 

 

 

（公益の増進に寄与するところが著しいと認められる事業） 

２ ・・・ 

⑴ 事業の種類 

 

 

イ 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第２条第２項各号及び第３項各号に掲げ

る事業 

ロ 更生保護事業法（平成７年法律第86号）第２条第１項に掲げる更生保護事業 

 

ハ 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校教育又は学校教育

に類する教育を行う事業 

ニ ・・・ 

ホ ・・・ 

ヘ ・・・ 

ト ・・・ 
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改   正   後 改   正   前 

リ ・・・ 

ヌ 政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第３条((定義等))に規定する目的

のために政党、政治団体の行う事業 

ル ・・・ 

ヲ イからルまでに掲げる事業を直接助成する事業 

⑵ ・・・ 

⑶ ・・・ 

 

 

（専ら公益の増進に寄与するところが著しい事業を行う者） 

３ 法施行令第４条の５において準用する法施行令第２条に規定する「専ら…公益の

増進に・・・著しいと認められる事業（以下６までにおいて「高度の公益事業」と

いう。）のみを専念して行う者をいい、その者が法施行令第２条に規定する社団等

（以下８までにおいて「社団等」という。）である場合・・・ 

 

 

（個人が特別の利益を与えること） 

４ 法施行令第４条の５において準用する法施行令第２条第１号に規定する「特別の

利益を与えること」とは、高度の公益事業を行う者に対し財産を贈与（贈与をした

者の死亡により効力を生ずる贈与を除く。以下同じ。）した者、当該事業を行う者

又はこれらの者の親族その他これらの者と法施行令第２条に規定する特別関係が

ある者（以下７までにおいて、当該「親族その他これらの者と法施行令第２条に規

定する特別関係がある者」を「特別関係がある者」という。）について、例えば、

次に掲げる事実がある・・・ 

⑴ ・・・ 

⑵ ・・・ 

⑶ これらの者が利息の有無に関係なく、高度の公益事業に係る金銭の貸付けを受

けていること。 

⑷ これらの者が対価の有無に関係なく、高度の公益事業に係る資産を譲り受けて

いること。 

 

 

（重要事項） 

チ ・・・ 

リ 政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第３条に規定する目的のために政

党、協会その他の団体の行う事業 

ヌ ・・・ 

ル イからヌまでに掲げる事業を直接助成する事業 

⑵ ・・・ 

⑶ ・・・ 

 

 

（専ら公益の増進に寄与するところが著しい事業を行う者） 

３ 令第４条の５において準用する令第２条に規定する「もっぱら…公益の増進

に・・・著しいと認められる事業（以下「高度の公益事業」という。）のみを専念

して行う者をいい、その者が令第２条に規定する社団等（以下「社団等」という。）

である場合・・・ 

 

 

（個人が特別の利益を与えること） 

４ 令第４条の５において準用する令第２条第１号に規定する「特別の利益を与える

こと」とは、高度の公益事業を行う者に対し財産を贈与した者又は当該事業を行う

者若しくは贈与者の親族その他令第２条に規定する特別関係がある者（以下、当該

「親族その他令第２条に規定する特別関係がある者」を「特別関係がある者」とい

う。）について次に掲げる事実がある・・・ 

 

 

⑴ ・・・ 

⑵ ・・・ 

 

 

 

 

 

 

（重要事項） 
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改   正   後 改   正   前 

５ 法施行令第４条の５において準用する法施行令第２条第２号に規定する・・・ 

 

 

（特別関係がある者の意思に従ってなされていると認められる事実があること） 

６ 法施行令第４条の５において準用する法施行令第２条第２号に規定する・・・規

則、規約その他の規定（以下６において「規約等」という。）に次の⑴から⑷まで

の・・・ 

⑴ ・・・ 

⑵ ・・・の選任は、社団等の代表者の指名又は委嘱によるなどし意的に選任され

ることなく、例えば、社団等の総会若しくは公正に選任されている評議員会の選

挙により選出されるなど、その行う事業の種類に応じ、機関の地位にあることが

適当と認められる者がその地位に選任されること。 

⑶ 事業の種類に応じ相当数の評議員、運営委員又はこれらの者に準ずるもの（以

下６において「評議員等」という。）を置くこと。 

⑷ ・・・決定又は変更は、評議員等の意見を聴き・・・ 

⑸ ・・・ 

⑹ ・・・ 

⑺ ・・・ 

 

 

（社団等が特別の利益を与えること） 

７ 法施行令第４条の５において準用する法施行令第２条第３号に規定する「特別の

利益を与える」とは、社団等の機関の地位にある者、贈与をした者又はこれらの者

と特別関係がある者について、例えば、次に掲げる事実がある場合又はその事実が

あると・・・ 

⑴ 当該社団等の施設その他の財産を居住、担保、生活資金その他・・・ 

⑵ 当該社団等の余裕金をこれらの者の行う事業に運用していること。 

⑶ ・・・ 

⑷ 当該社団等の他の従業員に比し有利な条件で、これらの者に金銭の貸付けをし

ていること。 

⑸ 当該社団等の所有する財産をこれらの者に無償又は著しく低い対価で譲渡し

ていること。 

⑹ これらの者が過大な給与の・・・地位にあることのみに基づき報酬を受けてい

５ 令第４条の５において準用する令第２条第２号に規定する・・・ 

 

 

（特別関係がある者の意思に従ってなされていると認められる事実があること） 

６ 令第４条の５において準用する令第２条第２号に規定する・・・規則、規約その

他の規定（以下「規約等」という。）に次の⑴から⑷までの・・・ 

 

⑴ ・・・ 

⑵ ・・・選任は、例えば社団等の代表者の指名又は委嘱によるなどし意的に選任

されることなく、その行う事業の種類に応じ、機関の地位にあることが適当と認

められる者がその地位に選任されるようになつていること、又は社団等の総会若

しくは公正に選任されている評議員会の選挙により選出されること。 

⑶ 事業の種類に応じ相当数の評議員又は運営委員をおくこと。 

 

⑷ ・・・決定又は変更は、評議員又は運営委員の意見を聴き・・・ 

⑸ ・・・ 

⑹ ・・・ 

⑺ ・・・ 

 

 

（社団等が特別の利益を与えること） 

７ 令第４条の５において準用する令第２条第３号に規定する「特別の利益を与え

る」とは、社団等の機関の地位にある者若しくは贈与者又はこれらの者と特別関係

がある者について次に掲げる事実がある場合又はその事実があると・・・ 

 

⑴ 社団等の施設その他の財産を居住、生活資金その他・・・ 

⑵ 社団等の余裕金をこれらの者の行う事業に運用していること。 

⑶ ・・・ 

 

 

 

 

⑷ 過大給与の・・・地位にあることにつき報酬を受けていること。 
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改   正   後 改   正   前 

ること。 

⑺ これらの者の債務が社団等によって保証、弁済、免除又は引受けされているこ

と。 

⑻ ・・・ 

⑼ 当該社団等がこれらの者から金銭その他の財産を過大な利息又は賃貸料で借

り受けていること。 

⑽ 当該社団等がこれらの者からその所有する財産を過大な対価で譲り受けてい

ること、又はこれらの者から公益を目的とする事業の用に供するとは認められな

い財産を取得していること。 

⑾ 契約金額が少額なものを除き、入札等公正な方法によらないで、これらの者が

行う物品の販売、工事請負、役務提供、物品の賃貸その他事業に係る契約の相手

方となっていること。 

⑿ 事業の遂行により供与する公益を主として、又は不公正な方法で、これらの者

に与えていること。 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（贈与により取得した財産） 

８ 法第21条の３第１項第３号に規定する「贈与により取得した財産」とは、原則と

して贈与により取得した財産そのものをいうのであるが、法施行令第２条の規定に

該当する事業を行う者が社団等である場合には、次に掲げる財産は、これに該当す

るものとして取り扱う。 

 

⑸ 債務が社団等によつて保証されていること。 

 

⑹ ・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（公益を目的とする事業の用に供することが確実なもの） 

８ 法第21条の３第１項第３号に規定する「公益を目的とする事業の用に供すること

が確実なもの」であるかどうかは、次により判断することに取り扱う。 

⑴ 調査時において、贈与により取得した財産が令第２条の規定に該当する事業の

用に供されている場合には、その時までに当該事業以外の用に供されたことがな

く、かつ、最初に当該事業の用に供した日から調査時まで引き続き当該事業の用

に供されていること。 

⑵ 調査時において、贈与により取得した財産が令第２条の規定に該当する事業の

用に供されていない場合には、事業計画等から判断して財産を取得した日から２

年を経過した日までに当該事業の用に供されることが確実と認められること。 

 

 

（新設） 
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改   正   後 改   正   前 

⑴ 贈与により取得した財産を譲渡して得た譲渡代金の全部又は当該譲渡代金及

び譲渡代金により取得した財産の全部を当該事業の用に供することが確実であ

る場合における当該財産 

⑵ 贈与により取得した財産との交換により取得した財産（交換差金を取得した場

合には交換差金の全部を含む。）を当該事業の用に供することが確実である場合

の当該財産 

⑶ 贈与により取得した財産の果実の全部を当該事業の用に供することが確実な

場合における当該財産 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（公益を目的とする事業の用に供することが確実なもの） 

９ 法第21条の３第１項第３号に規定する「公益を目的とする事業の用に供すること

が確実なもの」であるかどうかは、次により判断することに取り扱う。 

⑴ 調査時において、贈与により取得した財産が法施行令第２条の規定に該当する

事業の用に供されている場合には、その時までに当該事業以外の用に供されたこ

とがなく、かつ、最初に当該事業の用に供した日から調査時まで引き続き当該事

業の用に供されていること。 

⑵ 調査時において、贈与により取得した財産が法施行令第２条の規定に該当する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（贈与により取得した財産） 

９ 法第21条の３第１項第３号に規定する「贈与により取得した財産」とは、原則と

して贈与により取得した財産そのものをいうのであるが、令第２条の規定に該当す

る事業を行う者が社団等である場合には、次に掲げる財産は、これに該当するもの

として取り扱う。 

⑴ 贈与により取得した財産を譲渡して得た譲渡代金の全部又は当該譲渡代金及

び譲渡代金により取得した財産の全部を当該事業の用に供することが確実であ

る場合における当該財産 

⑵ 贈与により取得した財産との交換により取得した財産（交換差金を取得した場

合には交換差金の全部を含む。）を当該事業の用に供することが確実である場合

の当該財産 

⑶ 贈与により取得した財産の果実の全部を当該事業の用に供することが確実な

場合における当該財産 

 

 

（新設） 
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改   正   後 改   正   前 

事業の用に供されていない場合には、事業計画等から判断して財産取得の日から

２年を経過した日までに当該事業の用に供されることが確実と認められること。

 

 

（２年を経過した日においてなおその用に供していないこと） 

10 ・・・財産取得の日から２年を経過した日（以下11までにおいて「２年を経過し

た日」という。）において、贈与により取得した財産を法施行令第２条の規定に該

当する・・・ 

⑴ ・・・又は一部を法施行令第２条の規定に該当する・・・ 

⑵ ・・・財産を最初に法施行令第２条の規定に該当する・・・ 

⑶ ・・・以後も事業計画等によつて贈与により取得した財産の全部を法施行令第

２条の規定に該当する・・・ 

 

 

（２年を経過した日において取得財産が公益事業の用に供されていた場合の更正） 

11 「９」の⑵の事実が認められないため、法施行令第２条の規定に該当する・・・

 

 

 

第２ 持分の定めのない法人に対する贈与税の取扱い 

 

（法第66条第４項の規定の趣旨） 

12 法第66条第４項の規定は、持分の定めのない法人（持分の定めのある法人で持分

を有する者がないものを含む。以下同じ。）に対する財産の贈与又は当該法人を設

立するための財産の提供（以下「贈与等」という。）により贈与等をした者又はこ

れらの者の親族その他これらの者と法第64条第１項に規定する特別の関係がある

者が当該法人の施設又は余裕金を私的に利用するなど・・・ 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（２年を経過した日においてなおその用に供していないこと） 

10 ・・・財産取得の日から２年を経過した日（以下「２年を経過した日」という。）

において、贈与により取得した財産を令第２条の規定に該当する・・・ 

 

⑴ ・・・又は一部を令第２条の規定に該当する・・・ 

⑵ ・・・財産を最初に令第２条の規定に該当する・・・ 

⑶ ・・・以後も事業計画等によつて贈与等により取得した財産の全部を令第２条

の規定に該当する・・・ 

 

 

（２年を経過した日において取得財産が公益事業の用に供されていた場合の更正） 

11 「８」の⑵の事実が認められないため、令第２条の規定に該当する・・・ 

 

 

 

第２ 公益法人に対する贈与税の取扱い 

 

（法第66条第４項の規定の趣旨） 

12 法第66条第４項の規定は、公益を目的とする事業を行う法人に対する財産の贈与

又は当該法人を設立するための財産の提供（以下「贈与等」という。）により贈与

等をした者又はこれらの者と特別関係がある者が当該法人の施設又は余裕金を私

的に利用するなど・・・ 

 

 

 

（公益を目的とする事業を行う法人） 

13 法第66条第４項に規定する「公益を目的とする事業を行う法人」とは、次に掲げ

る事業を行う法人をいい、当該事業の遂行に伴い収益を生じているかどうかを問わ

ないのであるから留意する。 
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改   正   後 改   正   前 

 

 

 

 

 

（持分の定めのない法人） 

13 法第66条第４項に規定する「持分の定めのない法人」とは、例えば、次に掲げる

法人をいうことに留意する。 

⑴ 定款、寄附行為若しくは規則（これらに準ずるものを含む。以下13において「定

款等」という。）又は法令の定めにより、当該法人の社員、構成員（当該法人へ

出資している者に限る。以下13において「社員等」という。）が当該法人の出資

に係る残余財産の分配請求権又は払戻請求権を行使することができない法人 

⑵ 定款等に、社員等が当該法人の出資に係る残余財産の分配請求権又は払戻請求

権を行使することができる旨の定めはあるが、そのような社員等が存在しない法

人 

  (注) 持分の定めがある法人（持分を有する者がないものを除く。）に対する財産の

贈与等があったときは、当該法人の出資者等について法第９条の規定を適用すべ

き場合があることに留意する。 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 寄附行為、定款又は規則（これらに準ずるものを含む。以下同じ。）により公

益を目的として行うことを明らかにして行う事業 

⑵ ⑴に掲げる事業を除くほか、社会一般において公益事業とされている事業 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（負担が不当に減少する結果となる場合） 

14 法第66条第４項に規定する「負担が不当に減少する結果となると認められる場

合」とは、次のいずれかに該当すると認められる場合がこれに該当するものとして

取り扱う。 

⑴ 贈与等を受けた法人の寄附行為、定款若しくは規則又は贈与契約書等におい

て、次に掲げる者に対して、当該法人の財産を無償で利用させ、又は与えるなど

特別の利益を与える旨の記載がある場合 

イ 贈与等をした者 

ロ 贈与等をした者の親族 

ハ 贈与等をした者と次に掲げる特殊の関係がある者（次の⑵において「特殊の

関係がある者」という。） 

(ｲ) 贈与等をした者とまだ婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者及びその者の親族でその者と生計を一にしているもの 
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(ﾛ) 贈与等をした者の使用人及び使用人以外の者で贈与等をした者から受け

る金銭その他の財産によつて生計を維持しているもの並びにこれらの者の

親族でこれらの者と生計を一にしているもの 

(ﾊ) 贈与等をした者が法人税法（昭和40年法律第34号）第２条第15号((定義))

に規定する役員（以下「会社役員」という。）となつている他の会社 

(ﾆ) 贈与等をした者、その親族、上記(ｲ)及び(ﾛ)に掲げる者並びにこれらの

者と法人税法第２条第10号((定義))に規定する政令で定める特殊の関係に

ある法人を判定の基礎とした場合に同号に規定する同族会社に該当する他

の法人 

(ﾎ) 上記(ﾊ)又は(ﾆ)に掲げる法人の会社役員又は使用人 

⑵ 贈与等を受けた法人が、贈与等をした者又はその親族その他特殊の関係がある

者に対して、次に掲げるいずれかの行為をし、又は行為をすると認められる場合 

イ 当該法人の所有する財産をこれらの者に居住、担保その他の私事に利用させ

ること。 

ロ 当該法人の他の従業員に比し有利な条件で、これらの者に金銭の貸付けをす

ること。 

ハ 当該法人の所有する財産をこれらの者に無償又は著しく低い価額の対価で

譲渡すること。 

ニ これらの者から金銭その他の財産を過大な利息又は賃借料で借り受けるこ

と。 

ホ これらの者からその所有する財産を過大な対価で譲り受けること、又はこれ

らの者から公益を目的とする事業の用に供するとは認められない財産を取得

すること。 

ヘ これらの者に対して、当該法人の理事、監事、評議員その他これらの者に準

ずるものの地位にあることのみに基づき給与等（所得税法（昭和40年法律第33

号）第28条第１項に規定する「給与等」をいう。以下同じ。）を支払い、又は

当該法人の他の従業員に比し過大な給与等を支払うこと。 

ト これらの者の債務に関して、保証、弁済、免除又は引受け（当該法人の設立

のための財産の提供に伴う債務の引受けを除く。）をすること。 

チ 契約金額が少額なものを除き、入札等公正な方法によらないで、これらの者

が行う物品の販売、工事請負、役務提供、物品の賃貸その他の事業に係る契約

の相手方となること。 

リ 事業の遂行により供与する公益を主として、又は不公正な方法で、これらの
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者に与えること。 

⑶ 贈与等を受けた法人について、次に掲げる事実が認められる場合 

イ 寄附行為、定款又は規則において、次の(ｲ)に掲げる事項のほか、法人の態

様に応じ、それぞれ、次の(ﾛ)、(ﾊ)又は(ﾆ)に掲げる事項が定められていない

こと。 

(ｲ) 共通事項 

Ａ その法人が解散した場合に、その残余財産が国若しくは地方公共団体

又は他の公益を目的とする事業を行う法人に帰属すること。 

Ｂ その法人の理事、監事、評議員その他これらの者に準ずるもの（以下

「役員等」という。）のうち親族関係を有する者及びこれらと租税特別

措置法施行令（昭和32年政令第43号）第25条の17第３項第１号に規定す

る特殊の関係がある者の数がそれぞれの役員等の数のうちに占める割合

は、いずれも３分の１以下とすること。 

(ﾛ) 民法第34条の規定により設立された財団法人 

Ａ 理事の定数は６人以上、監事の定数は２人以上であること。 

Ｂ 事業の管理運営に関する事項を審議するため評議員会の制度が設けら

れており、評議員の定数は、理事の定数の２倍を超えていること。ただ

し、理事と評議員との兼任禁止規定が定められている場合には、評議員

の定数は、理事の定数と同数以上であること。 

Ｃ 理事、監事及び評議員の選任は、例えば、理事及び監事は評議員会の

議決により、評議員は理事会の議決により選出されるなどその地位にあ

ることが適当と認められる者が公正に選任されること。 

Ｄ 理事会の議事の決定は、法令に別段の定めがある場合を除き、次によ

ること。 

(A) 重要事項の決定 

次のａからｇまでに掲げる事項の決定は、理事会における理事総数

（理事現在数）の３分の２以上の多数による議決を必要とするととも

に、原則として評議員会の同意を必要とすること。 

なお、贈与等に係る財産が贈与等をした者又はその者の親族が会社

役員となつている会社の株式又は出資である場合には、その株式又は

出資に係る議決権の行使に当たつては、あらかじめ理事会において理

事総数（理事現在数）の３分の２以上の同意を得ることを必要とする

こと。 
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ａ 収支予算（事業計画を含む。） 

ｂ 収支決算（事業報告を含む。） 

ｃ 基本財産の処分 

ｄ 借入金（その会計年度内の収入をもつて償還する短期借入金を除

く。）その他新たな義務の負担及び権利の放棄 

ｅ 寄附行為の変更 

ｆ 解散 

ｇ 公益を目的とする事業以外の事業に関する重要な事項 

(B) その他の事項の決定 

上記(A)に掲げる事項以外の事項の決定は、原則として、理事会に

おいて理事総数（理事現在数）の過半数の議決を必要とすること。 

Ｅ 評議員会の議事の決定は、法令に別段の定めがある場合を除き、評議

員会における評議員総数（評議員現在数）の過半数の議決を必要とする

こと。 

Ｆ 上記Ｄ及びＥの議事の表決を行う場合には、あらかじめ通知された事

項について書面をもつて意思を表示した者は、出席者とみなすことがで

きるが、他の者を代理人として表決を委任することはできないこと。 

Ｇ 役員等には、その地位にあることのみに基づき給与等を支給しないこ

と。 

Ｈ 監事には、理事（その親族その他特殊の関係がある者を含む。）及び

評議員（その親族その他特殊の関係がある者を含む。）並びにその法人

の職員が含まれてはならないこと。また、監事は、相互に親族その他特

殊の関係を有しないこと。 

Ｉ 贈与又は遺贈を受けた財団法人が、ハの(ﾄ)又は(ﾁ)に掲げる事業その

他これらに類する事業を行うものである場合には、学資の支給若しくは

貸与の対象となる者又は助成金の支給の対象となる者等を選考するた

め、理事会において選出される教育関係者又は学識経験者等により組織

される選考委員会を設けること。 

(ﾊ) 民法第34条の規定により設立された社団法人 

Ａ 理事の定数は６人以上、監事の定数は２人以上であること。 

Ｂ 理事及び監事の選任は、例えば、社員総会における社員の選挙により

選出されるなどその地位にあることが適当と認められる者が公正に選任

されること。 
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Ｃ 理事会の議事の決定は、この(ﾊ)のＥに該当する場合を除き、原則とし

て、理事会において理事総数（理事現在数）の過半数の議決を必要とす

ること。 

Ｄ 社員総会の議事の決定は、法令に別段の定めがある場合を除き、社員

総数の過半数が出席し、その出席社員の過半数の議決を必要とすること。 

Ｅ 次に掲げる事項（次のＦにより評議員会などに委任されている事項を

除く。）の決定は、社員総会の議決を必要とすること。 

この場合において、次の(E)及び(F)以外の事項については、あらかじ

め理事会における理事総数（理事現在数）の３分の２以上の多数による議

決を必要とすること。 

(A) 収支予算（事業計画を含む。） 

(B) 収支決算（事業報告を含む。） 

(C) 基本財産の処分 

(D) 借入金（その会計年度内の収入をもつて償還する短期借入金を除

く。）その他新たな義務の負担及び権利の放棄 

(E) 定款の変更 

(F) 解散 

(G) 公益を目的とする事業以外の事業に関する重要な事項 

Ｆ 社員総会のほかに事業の管理運営に関する事項を審議するため評議員

会などの制度が設けられ、上記Ｅの(E)及び(F)以外の事項の決定がこれら

の機関に委任されている場合におけるこれらの機関の構成員の定数及び

選任並びに議事の決定については、次によること。 

(A) 構成員の定数は、理事の定数の２倍を超えていること。 

(B) 構成員の選任については、上記Ｂに準じて定められていること。 

(C) 議事の決定については、原則として、構成員総数の過半数の議決を

必要とすること。 

Ｇ 上記ＣからＦまでの議事の表決を行う場合には、あらかじめ通知された

事項について書面をもつて意思を表示した者は、出席者とみなすことがで

きるが、他の者を代理人として表決を委任することはできないこと。 

Ｈ 役員等には、その地位にあることのみに基づき給与等を支給しないこ

と。 

Ｉ 監事には、理事（その親族その他特殊の関係がある者を含む。）及び評

議員（その親族その他特殊の関係がある者を含む。）並びにその法人の職
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員が含まれてはならないこと。また、監事は、相互に親族その他特殊の関

係を有しないこと。 

(ﾆ) 学校法人、社会福祉法人、更生保護法人、宗教法人その他の公益を目的

とする事業を行う法人 

その法人に社員総会又はこれに準ずる議決機関があるものについては上

記(ﾊ)を準用し、それ以外の法人については上記(ﾛ)を準用する。この場合

において、上記(ﾛ)のＤの(A)のｆ又は(ﾊ)のＥの(F)に「解散」とあるのは、

「解散及び合併」と読み替えるものとする。 

(注) 上記法人のうち、別途、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第

40条第１項後段の規定の適用に関して通達により標準的な寄附行為、

定款又は規則の定めがあるものについては、その標準的な寄附行為、

定款又は規則に従つて定められたものは、上記イに該当しないものと

して取り扱うことに留意する。 

ロ 贈与等を受けた法人の運営及び経理について次に掲げる事実が認められる

こと。 

(ｲ) 当該法人の事業の運営及び役員等の選任等が、法令及び寄附行為、定款

又は規則に基づき適正に行われていないこと。 

(注) 他の一の法人（当該他の一の法人と法人税法施行令（昭和40年政令

第97号）第４条第２項((同族関係者の範囲))に定める特殊の関係があ

る法人を含む。）又は団体の役員及び職員の数が当該法人のそれぞれ

の役員等のうちに占める割合が３分の１を超えている場合には、当該

法人の役員等の選任は、適正に行われていないものとして取り扱う。 

(ﾛ) 当該法人の経理については、その法人の事業の種類及び規模に応じて、

その内容を適正に表示するに必要な帳簿書類が備えられておらず、また、

収入及び支出並びに資産及び負債の明細が適正に記帳されていないと認め

られること。 

(ﾊ) 当該法人の営む事業が営利企業的に行われていること。 

ハ 公益を目的として行う事業が、原則として、その事業の内容に応じ、その事

業を行う地域又は分野において社会的存在として認識される程度の規模を有

していないこと。この場合において、例えば、次の(ｲ)から(ﾇ)までに掲げる事

業がその法人の主たる目的として営まれているときは、当該事業は、社会的存

在として認識される程度の規模を有しているものとして取り扱う。 

(ｲ) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条((学校の範囲))に規定する学
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校を設置運営する事業 

(ﾛ) 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第２条第２項各号及び第３項各号((定

義))に規定する事業 

(ﾊ) 更生保護事業法（平成７年法律第86号）第２条第１項((定義))に規定す

る更生保護事業 

(ﾆ) 宗教の普及その他教化育成に寄与することとなる事業  

(ﾎ) 博物館法（昭和26年法律第285号）第２条第１項((定義))に規定する博物

館を設置運営する事業 

(注) 上記の博物館は、博物館法第10条((登録))の規定による博物館とし

ての登録を受けたものに限られているのであるから留意する。 

(ﾍ) 図書館法（昭和25年法律第118号）第２条第１項((定義))に規定する図書

館を設置運営する事業 

(ﾄ) 30人以上の学生若しくは生徒（以下「学生等」という。）に対して学資

の支給若しくは貸与をし、又はこれらの者の修学を援助するための寄宿舎

を設置運営する事業（学資の支給若しくは貸与の対象となる者又は寄宿舎

の貸与の対象となる者が都道府県の範囲よりも狭い一定の地域内に住所を

有する学生等若しくは当該一定の地域内に所在する学校の学生等に限定さ

れているものを除く。） 

(ﾁ) 科学技術その他の学術に関する研究を行なうための施設（以下「研究施

設」という。）を設置運営する事業又は当該学術に関する研究を行なう者

（以下「研究者」という。）に対して助成金を支給する事業（助成金の支

給の対象となる者が都道府県の範囲よりも狭い一定の地域内に住所を有す

る研究者又は当該一定の地域内に所在する研究施設の研究者に限定されて

いるものを除く。） 

(ﾘ) 学校教育法第82条の２((専修学校))に規定する専修学校又は同法第83条

第１項((各種学校))に規定する各種学校を設置運営する事業で、次の要件

を具備するもの 

Ａ 同時に授業を受ける生徒定数は、原則として80人以上であること。 

Ｂ 法人税法施行規則（昭和40年大蔵省令第12号）第７条第１号及び第２

号((学校において行なう技芸の教授のうち収益事業に該当しないものの

範囲))に定める要件 

(ﾇ) 財団たる医療法人又は社団たる医療法人で出資持分の定めのないもの

（民法第34条の規定により設立された法人で医療保健業を営むものを含
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（相続税等の負担の不当減少についての判定） 

14 法第66条第４項に規定する「相続税又は贈与税の負担が不当に減少する結果とな

ると認められるとき」かどうかの判定は、原則として、贈与等を受けた法人が法

施行令第33条第３項各号に掲げる要件を満たしているかどうかにより行うものと

する。 

ただし、当該法人の社員、役員等（法施行令第32条に規定する役員等をいう。以

下同じ。）及び当該法人の職員のうちに、その財産を贈与した者若しくは当該法人

の設立に当たり財産を提供した者又はこれらの者と親族その他法施行令第33条第

３項第１号に規定する特殊の関係がある者が含まれていない事実があり、かつ、こ

れらの者が、当該法人の財産の運用及び事業の運営に関して私的に支配している事

実がなく、将来も私的に支配する可能性がないと認められる場合には、同号の要件

を満たさないときであっても、同項第２号から第４号までの要件を満たしていると

きは、法第66条第４項に規定する「相続税又は贈与税の負担が不当に減少する結果

となると認められるとき」に該当しないものとして取り扱う。 

 

 

（その運営組織が適正であるかどうかの判定） 

15 法施行令第33条第３項第１号に規定する「その運営組織が適正である」かどうか

の判定は、財産の贈与等を受けた法人について、次に掲げる事実が認められるかど

うかにより行うものとして取り扱う。 

 ⑴ 次に掲げる法人の態様に応じ、定款、寄附行為又は規則（これらに準ずるもの

を含む。以下同じ。）において、それぞれ次に掲げる事項が定められていること。

  イ 一般社団法人 

   (ｲ) 理事の定数は６人以上、監事の定数は２人以上であること。 

(ﾛ) 理事会を設置すること。 

(ﾊ) 理事会の決議は、次の(ﾎ)に該当する場合を除き、理事会において理事総

数（理事現在数）の過半数の決議を必要とすること。 

   (ﾆ)  社員総会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、総社員の議決

む。）の行う医療事業で、その法人の開設する医療施設が租税特別措置法

施行令第39条の25第１項第１号に規定する厚生労働大臣が財務大臣と協議

して定める基準を満たすもの 
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改   正   後 改   正   前 

権の過半数を有する社員が出席し、その出席した社員の議決権の過半数の

決議を必要とすること。 

(ﾎ) 次に掲げるＣ及びＤ以外の事項の決議は、社員総会の決議を必要とする

こと。 

この場合において次のＥ、Ｆ及びＧ（事業の一部の譲渡を除く。）以外

の事項については、あらかじめ理事会における理事総数（理事現在数）の

３分の２以上の決議を必要とすること。 

なお、贈与等に係る財産が贈与等をした者又はその者の親族が法人税法

（昭和40年法律第34号）第２条第15号((定義))に規定する役員（以下「会

社役員」という。）となっている会社の株式又は出資である場合には、そ

の株式又は出資に係る議決権の行使に当たっては、あらかじめ理事会にお

いて理事総数（理事現在数）の３分の２以上の承認を得ることを必要とす

ること。 

     Ａ 収支予算（事業計画を含む。） 

     Ｂ 決算 

     Ｃ 重要な財産の処分及び譲受け 

     Ｄ 借入金（その事業年度内の収入をもって償還する短期の借入金を除

く。）その他新たな義務の負担及び権利の放棄 

     Ｅ 定款の変更 

     Ｆ 解散 

Ｇ 合併、事業の全部又は一部の譲渡 

(注) 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年法律第48号）

第15条第２項第２号((設立時役員等の選任))に規定する会計監査人設

置一般社団法人で、同法第127条((会計監査人設置一般社団法人の特

則))の規定により同法第126条第２項((計算書類等の定時社員総会へ

の提出等))の規定の適用がない場合にあっては、上記Ｂの決算につい

て、社員総会の決議を要しないことに留意する。 

(ﾍ) 役員等には、その地位にあることのみに基づき給与等（所得税法（昭和

40年法律第33号）第28条第１項((給与所得))に規定する「給与等」をいう。

以下同じ。）を支給しないこと。 

(ﾄ) 監事には、理事（その親族その他特殊の関係がある者を含む。）及びそ

の法人の職員が含まれてはならないこと。また、監事は、相互に親族その

他特殊の関係を有しないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―
 1

7
 ―

 



  

 

改   正   後 改   正   前 

(注)１ 一般社団法人とは、次の⑴又は⑵の法人をいう。 

⑴ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第22条の規定により

設立された一般社団法人 

⑵ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及

び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備

等に関する法律（平成18年法律第50号）（以下「整備法」という。）

第40条第１項((社団法人及び財団法人の存続))の規定により存続す

る一般社団法人で、同法第121条第１項((認定に関する規定の準用))

の規定において読み替えて準用する同法第106条第１項((移行の登

記))の移行の登記をした当該一般社団法人（同法第131条第１項((認

可の取消し))の規定により同法第45条((通常の一般社団法人又は一

般財団法人への移行))の認可を取り消されたものを除く。） 

   ２ 上記(ｲ)から(ﾄ)までに掲げるほか、法施行令第33条第３項第１号に定

める親族その他特殊の関係にある者に関する規定及び同項第３号に定

める残余財産の帰属に関する規定が定款に定められていなければなら

ないことに留意する。 

   ３ 社員総会における社員の議決権は各１個とし、社員総会において行使

できる議決権の数、議決権を行使することができる事項、議決権の行使

の条件その他の社員の議決権に関する事項（一般社団法人及び一般財団

法人に関する法律第50条((議決権の代理行使))から第52条((電磁的方

法による議決権の行使))までに規定する事項を除く。）について、定款

の定めがある場合には、たとえ上記(ｲ)から(ﾄ)までに掲げる事項の定め

があるときであっても上記15の⑴に該当しないものとして取り扱う。 

  ロ 一般財団法人 

   (ｲ) 理事の定数は６人以上、監事の定数は２人以上、評議員の定数は６人以

上であること。 

   (ﾛ) 評議員の定数は、理事の定数と同数以上であること。 

   (ﾊ) 評議員の選任は、例えば、評議員の選任のために設置された委員会の議

決により選任されるなどその地位にあることが適当と認められる者が公正

に選任されること。 

   (ﾆ) 理事会の決議は、次の(ﾍ)に該当する場合を除き、理事会において理事総

数（理事現在数）の過半数の決議を必要とすること。 

   (ﾎ) 評議員会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、評議員会にお
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改   正   後 改   正   前 

いて評議員総数（評議員現在数）の過半数の決議を必要とすること。 

   (ﾍ) 次に掲げるＣ及びＤ以外の事項の決議は、評議員会の決議を必要とする

こと。 

      この場合において次のＥ及びＦ（事業の一部の譲渡を除く。）以外の事

項については、あらかじめ理事会における理事総数（理事現在数）の３分

の２以上の決議を必要とすること。 

なお、贈与等に係る財産が贈与等をした者又はその者の親族が会社役員

となっている会社の株式又は出資である場合には、その株式又は出資に係

る議決権の行使に当たっては、あらかじめ理事会において理事総数（理事

現在数）の３分の２以上の承認を得ることを必要とすること。 

     Ａ 収支予算（事業計画を含む。） 

     Ｂ 決算 

     Ｃ 重要な財産の処分及び譲受け 

     Ｄ 借入金（その事業年度内の収入をもって償還する短期の借入金を除

く。）その他新たな義務の負担及び権利の放棄 

     Ｅ 定款の変更 

     Ｆ 合併、事業の全部又は一部の譲渡 

     (注)  一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第153条第１項第７号

((定款の記載又は記録事項))に規定する会計監査人設置一般財団法人

で、同法第199条の規定において読み替えて準用する同法第127条の規

定により同法第126条第２項の規定の適用がない場合にあっては、上記

ロ(ﾍ)のＢの決算について、評議員会の決議を要しないことに留意す

る。 

   (ﾄ) 役員等には、その地位にあることのみに基づき給与等を支給しないこと。

      (ﾁ) 監事には、理事（その親族その他特殊の関係がある者を含む。）及び評

議員（その親族その他特殊の関係がある者を含む。）並びにその法人の職

員が含まれてはならないこと。また、監事は、相互に親族その他特殊の関

係を有しないこと。 

   (注)１ 一般財団法人とは、次の⑴又は⑵の法人をいう。 

⑴ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第163条((一般財団法

人の成立))の規定により設立された一般財団法人 

⑵ 整備法第40条第１項の規定により存続する一般財団法人で、同法第

121条第１項の規定において読み替えて準用する同法第106条第１項
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改   正   後 改   正   前 

の移行の登記をした当該一般財団法人（同法第131条第１項の規定に

より同法第45条の認可を取り消されたものを除く。） 

２ 上記ロの(ｲ)から(ﾁ)までに掲げるほか、法施行令第33条第３項第１号

に定める親族その他特殊の関係にある者に関する規定及び同項第３号

に定める残余財産の帰属に関する規定が定款に定められていなければ

ならないことに留意する。 

ハ 学校法人、社会福祉法人、更生保護法人、宗教法人その他の持分の定めのな

い法人 

   (ｲ) その法人に社員総会又はこれに準ずる議決機関がある法人 

     Ａ 理事の定数は６人以上、監事の定数は２人以上であること。 

     Ｂ 理事及び監事の選任は、例えば、社員総会における社員の選挙により

選出されるなどその地位にあることが適当と認められる者が公正に選任

されること。 

     Ｃ 理事会の議事の決定は、次のＥに該当する場合を除き、原則として、

理事会において理事総数（理事現在数）の過半数の議決を必要とするこ

と。 

     Ｄ 社員総会の議事の決定は、法令に別段の定めがある場合を除き、社員

総数の過半数が出席し、その出席社員の過半数の議決を必要とすること。

     Ｅ 次に掲げる事項（次のＦにより評議員会などに委任されている事項を

除く。）の決定は、社員総会の議決を必要とすること。 

       この場合において、次の(E)及び(F)以外の事項については、あらかじ

め理事会における理事総数（理事現在数）の３分の２以上の議決を必要

とすること。 

      (A) 収支予算（事業計画を含む。） 

      (B) 収支決算（事業報告を含む。） 

      (C) 基本財産の処分 

      (D) 借入金（その会計年度内の収入をもって償還する短期借入金を除

く。）その他新たな義務の負担及び権利の放棄 

      (E) 定款の変更 

      (F) 解散及び合併 

          (G) 当該法人の主たる目的とする事業以外の事業に関する重要な事項 

     Ｆ 社員総会のほかに事業の管理運営に関する事項を審議するため評議員

会などの制度が設けられ、上記(E)及び(F)以外の事項の決定がこれらの
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改   正   後 改   正   前 

機関に委任されている場合におけるこれらの機関の構成員の定数及び選

任並びに議事の決定については次によること。 

      (A) 構成員の定数は、理事の定数の２倍を超えていること。 

      (B) 構成員の選任については、上記ハ(ｲ)のＢに準じて定められている

こと。 

      (C) 議事の決定については、原則として、構成員総数の過半数の議決を

必要とすること。 

Ｇ 上記ハ(ｲ)のＣからＦまでの議事の表決を行う場合には、あらかじめ通

知された事項について書面をもって意思を表示した者は、出席者とみな

すことができるが、他の者を代理人として表決を委任することはできな

いこと。 

Ｈ 役員等には、その地位にあることのみに基づき給与等を支給しないこ

と。 

     Ｉ 監事には、理事（その親族その他特殊の関係がある者を含む。）及び

評議員（その親族その他特殊の関係がある者を含む。）並びにその法人

の職員が含まれてはならないこと。また、監事は、相互に親族その他特

殊の関係を有しないこと。 

(ﾛ)  上記ハの(ｲ)以外の法人 

  Ａ 理事の定数は６人以上、監事の定数は２人以上であること。 

  Ｂ 事業の管理運営に関する事項を審議するため評議員会の制度が設けら

れており、評議員の定数は、理事の定数の２倍を超えていること。ただ

し、理事と評議員との兼任禁止規定が定められている場合には、評議員

の定数は、理事の定数と同数以上であること。 

  Ｃ 理事、監事及び評議員の選任は、例えば、理事及び監事は評議員会の

議決により、評議員は理事会の議決により選出されるなどその地位にあ

ることが適当と認められる者が公正に選任されること。 

  Ｄ 理事会の議事の決定は、法令に別段の定めがある場合を除き、次によ

ること。 

   (A) 重要事項の決定 

     次のａからｇまでに掲げる事項の決定は、理事会における理事総数

（理事現在数）の３分の２以上の議決を必要とするとともに、原則と

して評議員会の同意を必要とすること。 

     なお、贈与等に係る財産が贈与等をした者又はその者の親族が会社
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改   正   後 改   正   前 

役員となっている会社の株式又は出資である場合には、その株式又は

出資に係る議決権の行使に当たっては、あらかじめ理事会において理

事総数（理事現在数）の３分の２以上の承認を得ることを必要とする

こと。 

    ａ 収支予算（事業計画を含む。） 

    ｂ 収支決算（事業報告を含む。） 

    ｃ 基本財産の処分 

    ｄ 借入金（その会計年度内の収入をもって償還する短期借入金を除

く。）その他新たな義務の負担及び権利の放棄 

    ｅ 寄附行為の変更 

    ｆ 解散及び合併 

    ｇ 当該法人の主たる目的とする事業以外の事業に関する重要な事項

  (B) その他の事項の決定 

上記ハ(ﾛ)Ｄの(A)に掲げる事項以外の事項の決定は、原則として、

理事会において理事総数（理事現在数）の過半数の議決を必要とする

こと。 

     Ｅ 評議員会の議事の決定は、法令に別段の定めがある場合を除き、評議員

会における評議員総数（評議員現在数）の過半数の議決を必要とすること。

    Ｆ 上記ハ(ﾛ)のＤ及びＥの議事の表決を行う場合には、あらかじめ通知さ

れた事項について書面をもって意思を表示した者は、出席者とみなすこと

ができるが、他の者を代理人として表決を委任することはできないこと。

    Ｇ 役員等には、その地位にあることのみに基づき給与等を支給しないこ

と。 

    Ｈ 監事には、理事（その親族その他特殊の関係がある者を含む。）及び評

議員（その親族その他特殊の関係がある者を含む。）並びにその法人の職

員が含まれてはならないこと。また、監事は、相互に親族その他特殊の関

係を有しないこと。 

    Ｉ 贈与等を受けた法人が、学生若しくは生徒（以下「学生等」という。）

に対して学資の支給若しくは貸与をし、又は科学技術その他の学術に関す

る研究を行う者に対して助成金を支給する事業その他これらに類する事

業を行うものである場合には、学資の支給若しくは貸与の対象となる者又

は助成金の支給の対象となる者等を選考するため、理事会において選出さ

れる教育関係者又は学識経験者等により組織される選考委員会を設ける
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改   正   後 改   正   前 

こと。 

 (注)１ 上記ハの(ｲ)及び(ﾛ)に掲げるほか、法施行令第33条第３項第１号に

定める親族その他特殊の関係にある者に関する規定及び同項第３号に

定める残余財産の帰属に関する規定が定款、寄附行為又は規則に定めら

れていなければならないことに留意する。 

２ 上記ハの法人の定款、寄附行為又は規則が、標準的な定款、寄附行為

又は規則（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第40条((国等に対し

て財産を寄附した場合の譲渡所得等の非課税))の規定の適用に関し通

達の定めによる標準的な定款、寄附行為又は規則をいう。）に従って定

められている場合には、上記15の⑴に該当するものとして取り扱うこと

に留意する。 

 (注)１ 特例社団法人又は特例財団法人（整備法第40条第１項の規定により存続

する一般社団法人又は一般財団法人であって同法第106条第１項（同法第

121条第１項において読み替えて準用する場合を含む。）の移行の登記を

していない法人又は同法第131条第１項の規定により同法第45条の認可を

取り消された法人をいう。）については、法令に別段の定めがある場合を

除き、上記ハに準じて取り扱うことに留意する。 

２ 公益社団法人（整備法第40条第１項に規定する一般社団法人で同法第

106条第１項による移行の登記をした法人を含む。）及び公益財団法人（同

法第40条第１項に規定する一般財団法人で同法第106条第１項による移行

の登記をした法人を含む。）については、原則として、上記15の⑴に該当

するものとして取り扱う。なお、この場合においては、次に掲げる事項が

定款に定められていなければならないことに留意する。 

⑴ 法施行令第33条第３項第１号に定める親族その他特殊の関係にある

者に関する規定及び同項第３号に定める残余財産の帰属に関する規定 

⑵ 贈与等に係る財産が贈与等をした者又はこれらの者の親族が会社役

員となっている会社の株式又は出資である場合には、その株式又は出資

に係る議決権の行使に当たっては、あらかじめ理事会において理事総数

（理事現在数）の３分の２以上の承認を得ることを必要とすること。 

⑵ 贈与等を受けた法人の事業の運営及び役員等の選任等が、法令及び定款、寄附

行為又は規則に基づき適正に行われていること。 

 (注) 他の一の法人（当該他の一の法人と法人税法施行令（昭和40年政令第97

号）第４条第２号((同族関係者の範囲))に定める特殊の関係がある法人を含
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改   正   後 改   正   前 

む。）又は団体の役員及び職員の数が当該法人のそれぞれの役員等のうちに

占める割合が３分の１を超えている場合には、当該法人の役員等の選任は、

適正に行われていないものとして取り扱う。 

⑶ 贈与等を受けた法人が行う事業が、原則として、その事業の内容に応じ、その

事業を行う地域又は分野において社会的存在として認識される程度の規模を有

していること。この場合において、例えば、次のイからヌまでに掲げる事業がそ

の法人の主たる目的として営まれているときは、当該事業は、社会的存在として

認識される程度の規模を有しているものとして取り扱う。 

 イ 学校教育法第１条に規定する学校を設置運営する事業 

 ロ 社会福祉法第２条第２項各号及び第３項各号に規定する事業 

 ハ 更生保護事業法第２条第１項に規定する更生保護事業 

 ニ 宗教の普及その他教化育成に寄与することとなる事業 

 ホ 博物館法（昭和26年法律第285号）第２条第１項((定義))に規定する博物館

を設置運営する事業 

  (注) 上記の博物館は、博物館法第10条((登録))の規定による博物館としての

登録を受けたものに限られているのであるから留意する。 

ヘ 図書館法（昭和25年法律第118号）第２条第１項((定義))に規定する図書館

を設置運営する事業 

ト 30人以上の学生等に対して学資の支給若しくは貸与をし、又はこれらの者の

修学を援助するため寄宿舎を設置運営する事業（学資の支給若しくは貸与の対

象となる者又は寄宿舎の貸与の対象となる者が都道府県の範囲よりも狭い一

定の地域内に住所を有する学生等若しくは当該一定の地域内に所在する学校

の学生等に限定されているものを除く。） 

チ 科学技術その他の学術に関する研究を行うための施設（以下「研究施設」と

いう。）を設置運営する事業又は当該学術に関する研究を行う者（以下「研究

者」という。）に対して助成金を支給する事業（助成金の支給の対象となる者

が都道府県の範囲よりも狭い一定の地域内に住所を有する研究者又は当該一

定の地域内に所在する研究施設の研究者に限定されているものを除く。） 

 リ 学校教育法第124条((専修学校))に規定する専修学校又は同法第134条第１

項((各種学校))に規定する各種学校を設置運営する事業で、次に掲げる要件を

満たすもの 

  (ｲ) 同時に授業を受ける生徒定数は、原則として80人以上であること。 

  (ﾛ) 法人税法施行規則（昭和40年大蔵省令第12号）第７条第１号及び第２号
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改   正   後 改   正   前 

((学校において行う技芸の教授のうち収益事業に該当しないものの範囲))

に定める要件 

ヌ 医療法（昭和23年法律第205号）第１条の２第２項に規定する医療提供施設

を設置運営する事業を営む法人で、その事業が次の(ｲ)及び(ﾛ)の要件又は(ﾊ)

の要件を満たすもの 

 (ｲ) 医療法施行規則（昭和23年厚生省令第50号）第30条の35の２第１項第１

号ホ及び第２号((社会医療法人の認定要件))に定める要件（この場合にお

いて、同号イの判定に当たっては、介護保険法（平成９年法律第123号）の

規定に基づく保険給付に係る収入金額を社会保険診療に係る収入に含めて

差し支えないものとして取り扱う。） 

 (ﾛ) その開設する医療提供施設のうち１以上のものが、その所在地の都道府

県が定める医療法第30条の４第１項に規定する医療計画において同条第２

項第２号に規定する医療連携体制に係る医療提供施設として記載及び公示

されていること。 

 (ﾊ) その法人が租税特別措置法施行令第39条の25第１項第１号((法人税率の

特例の適用を受ける医療法人の要件等))に規定する厚生労働大臣が財務大

臣と協議して定める基準を満たすもの 

 

 

（特別の利益を与えること） 

16 法施行令第33条第３項第２号の規定による特別の利益を与えることとは、具体的

には、例えば、次の⑴又は⑵に該当すると認められる場合がこれに該当するものと

して取り扱う。 

 ⑴ 贈与等を受けた法人の定款、寄附行為若しくは規則又は贈与契約書等におい

て、次に掲げる者に対して、当該法人の財産を無償で利用させ、又は与えるなど

の特別の利益を与える旨の記載がある場合 

  イ 贈与等をした者 

  ロ 当該法人の設立者、社員若しくは役員等 

  ハ 贈与等をした者、当該法人の設立者、社員若しくは役員等（以下16において

「贈与等をした者等」という。）の親族 

  ニ 贈与等をした者等と次に掲げる特殊の関係がある者（次の⑵において「特殊

の関係がある者」という。） 

   (ｲ)  贈与等をした者等とまだ婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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改   正   後 改   正   前 

様の事情にある者 

   (ﾛ) 贈与等をした者等の使用人及び使用人以外の者で贈与等をした者等から

受ける金銭その他の財産によって生計を維持しているもの 

   (ﾊ) 上記(ｲ)又は(ﾛ)に掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしているも

の 

   (ﾆ) 贈与等をした者等が会社役員となっている他の会社 

   (ﾎ) 贈与等をした者等、その親族、上記(ｲ)から(ﾊ)までに掲げる者並びにこ

れらの者と法人税法第２条第10号に規定する政令で定める特殊の関係のあ

る法人を判定の基礎とした場合に同号に規定する同族会社に該当する他の

法人 

   (ﾍ) 上記(ﾆ)又は(ﾎ)に掲げる法人の会社役員又は使用人 

⑵ 贈与等を受けた法人が、贈与等をした者等又はその親族その他特殊の関係があ

る者に対して、次に掲げるいずれかの行為をし、又は行為をすると認められる場

合 

  イ 当該法人の所有する財産をこれらの者に居住、担保その他の私事に利用させ

ること。 

  ロ 当該法人の余裕金をこれらの者の行う事業に運用していること。 

  ハ 当該法人の他の従業員に比し有利な条件で、これらの者に金銭の貸付をする

こと。 

  ニ 当該法人の所有する財産をこれらの者に無償又は著しく低い価額の対価で

譲渡すること。 

  ホ これらの者から金銭その他の財産を過大な利息又は賃貸料で借り受けるこ

と。 

  ヘ これらの者からその所有する財産を過大な対価で譲り受けること、又はこれ

らの者から当該法人の事業目的の用に供するとは認められない財産を取得す

ること。 

  ト これらの者に対して、当該法人の役員等の地位にあることのみに基づき給与

等を支払い、又は当該法人の他の従業員に比し過大な給与等を支払うこと。 

  チ これらの者の債務に関して、保証、弁済、免除又は引受け（当該法人の設立

のための財産の提供に伴う債務の引受けを除く。）をすること。 

  リ 契約金額が少額なものを除き、入札等公正な方法によらないで、これらの者

が行う物品の販売、工事請負、役務提供、物品の賃貸その他の事業に係る契約

の相手方となること。 
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改   正   後 改   正   前 

  ヌ 事業の遂行により供与する利益を主として、又は不公正な方法で、これらの

者に与えること。 

 

 

（判定の時期等） 

17 ・・・財産を取得した時には法施行令第33条第３項各号に掲げる要件を満たして

いない場合においても、当該財産に係る贈与税の申告書の提出期限又は更正若しく

は決定の時までに、当該法人の組織、定款、寄附行為又は規則を変更すること等に

より同項各号に掲げる要件を満たすこととなったときは、当該贈与等については法

第66条第４項の規定を適用しないこととして取り扱う。 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（社会一般の寄附金程度の贈与等についての不適用） 

18 法施行令第33条第３項各号に掲げる要件を満たしていないと認められる法人に

対して財産の贈与等があつた場合においても、当該財産の多寡等からみて、それが

社会一般においてされている寄附と同程度のものであると・・・ 

 

 

（持分の定めのない法人に対する贈与税課税の猶予等） 

19 （省略） 

 

 

 

 

 

 

（判定の時期等） 

15 ・・・財産を取得した時には「14」に該当している場合においても、当該財産に

係る贈与税の申告書の提出期限又は更正若しくは決定の時までに、当該法人の組

織、寄附行為等を変更すること等により「14」に該当しないこととなつたときは、

当該財産又は法人は「14」に該当しないものとして取り扱うことができる。 

 

 

 

（負担が不当に減少しない法人） 

16 次に掲げる法人に対する財産の贈与等については、贈与等をした者又はその者と

特別関係がある者の相続税等の負担を不当に減少しないものとして法第66条第４

項の規定を適用しないことに取り扱う。この場合において⑴に該当する法人に対す

る財産の贈与等があつたときは、当該法人の出資者等について法第９条の規定を適

用すべき場合があることに留意する。 

⑴ 出資持分の定めがある法人 

⑵ 租税特別措置法第40条の規定による承認を受けた贈与等により財産を取得し

た法人 

 

 

（社会一般の寄附金程度の贈与等についての不適用） 

17 「14」に該当すると認められる法人に対して財産の贈与等があつた場合において

も、当該財産の多寡等からみて、それが社会一般においてされている公益事業に対

する寄附と同程度のものであると・・・ 

 

 

（公益法人に対する贈与税課税の猶予等） 

18 （同左） 

 

 

―
 2

7
 ―

 



  

 

改   正   後 改   正   前 

（贈与等をした者以外の者に特別の利益を与える場合） 

20 持分の定めのない法人が、当該法人に対する財産の贈与等に関して、当該贈与等

をした者及びその者の親族その他これらの者と法第64条第１項に規定する特別の

関係がある者以外の者で当該法人の設立者、社員若しくは役員等又はこれらの者の

親族その他これらの者と法第64条第１項に規定する特別の関係がある者に対し特

別の利益を与えると・・・ 

・・・贈与等に関して特別の利益を与えると認められる場合とは、「16」の⑴及

び⑵に掲げる・・・ 

 

 

（持分の定めのない法人から受ける利益の価額） 

21 「20」の場合において・・・財産の価額によるのではなく、当該法人に対する当

該財産の贈与に関して当該法人から特別の利益を受けたと認められる者が当該法

人から受けた当該特別の利益の実態により評価する・・・ 

 

 

 

（附則） 

 

（経過的取扱い） 

この法令解釈通達による改正後の取扱いは、一般社団法人及び一般財団法人に関する法

律の施行の日（平成20年12月１日）以後に贈与により取得する財産に係る贈与税について

適用し、同日前に贈与により取得した財産に係る贈与税については、なお従前の例による。

 

 

 

 

（贈与等をした者以外の者に特別の利益を与える場合） 

19 公益を目的とする事業を行う法人が、当該法人に対する財産の贈与等に基因し

て、当該贈与等をした者及びその者と特別関係がある者以外の者で当該法人の設立

者、社員、理事、監事若しくは評議員又はこれらの者と特別関係がある者に特別の

利益を与えると・・・ 

・・・贈与等に基因して特別の利益を与えると認められる場合とは、「14」の⑴

及び⑵に掲げる・・・ 

 

 

 

（公益法人から受ける利益の価額） 

20 「19」の場合において・・・財産の価額によるのではなく、それらの者が与えら

れた特別の利益の実態により評価する・・・ 

 

 

 

 

（附則） 

 

（新設） 
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